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中馬 瑞貴 

 

 2018年９月９日、ロシアでは80の連邦構成主体で統一地方選挙が行われた。22構成主体で首

長直接選挙、３連邦構成主体で首長間接選挙、16構成主体で議会選挙、12構成主体の行政都

市で市議会選もしくは市長選挙が行われ、さらに約5,000もの地方自治体で市長・行政長官の選挙

や議会選挙が行われた。2018年３月に行われた大統領選挙後初の選挙について、事前の報道で

は多くの構成主体で目立った競争が見られず、候補者数の最低記録を樹立する地域も見られるこ

と等が伝えられていた。しかし、ふたを開けてみると、2012年に首長公選制が復活して以来、初めて、

４構成主体で候補者の１人も過半数の得票を得ることができず決選投票が行われ、さらにその決選

投票で結果が無効となったり、結局現職が敗れる結果となった。また、３構成主体の議会選挙の比

例代表では統一ロシアが第１位となれず、大荒れの結果となった。 

 そこで本稿では、2018年の統一地方選挙の結果について、決選投票の結果を踏まえて紹介する

とともに、それに対するロシアの政治家、政治評論家らの評価をお伝えする。 
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